
厚生労働科学研究費補助金 
循環器疾患・糖尿病等生活習慣対策総合研究事業 

 
喫煙室の形態変更に伴う受動喫煙環境の評価及び課題解決に資する研究 

 
(令和 2 年)2020 年度 総括・分担研究報告書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究代表者 大和 浩 
 

(令和 3 年)（2021）年 3 月 



 

目   次 
 
   Ｉ．総括研究報告 
  喫煙室の形態変更に伴う受動喫煙環境の評価及び課題解決に資する研究-----  1 
    大和 浩 
 
   II．分担研究報告 
  １．喫煙可能店から禁煙店へ変更を行った施設の情報収集と分析-----------  7 
     伊藤 ゆり 

  ２．喫煙専用室内外の粒子状物質のモニタリングに関する研究-------------  14 
     大和 浩 

 ３．喫煙専用室内外のガス状物質のモニタリングに関する研究-------------  19 
     姜 英 

  ４．壁紙等からの三次喫煙評価に関わる基礎的検討----------------------  22 
     樋上 光雄 

  ５．喫煙室・禁煙室の壁、エアコン等の設備面と運用面の実態に関する調査- 28 
     若尾 文彦 

 ６．喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中バイオマーカーの評価----------  32 
     大森 久光、河井 一明 

 
  III．研究成果の刊行に関する一覧表       ------------------------------   35 
 



 
 

厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
喫煙室の形態変更に伴う受動喫煙環境の評価及び課題解決に資する研究 

 
研究代表者 大和 浩 産業医科大学 産業生態科学研究所 教授 

 
研究要旨  
 2020 年 4 月より全面施行された改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例により、

全国の飲食店の約 45％、東京都では 84％の飲食店において、屋内完全禁煙または喫煙専用

室の設置による客席の全面禁煙化が義務となる。千葉市でも同様の条例が施行されたこと

から、今後、全国的に飲食店等の禁煙化、あるいは、喫煙専用室（紙巻き・加熱式）が設置

されることが予想される。 
 本研究において、まず、改正健康増進法や東京都や千葉市の条例が施行される前に喫煙可

能店を全面禁煙店に変更した飲食店等の情報を収集し、売り上げを含む具体的な方法が明

らかになった。さらに、飲食店の喫煙専用室からの漏れの有無とその程度を精密に評価する

手法、および、残留タバコ成分の測定手法がほぼ確立された。また、実際に某ホテルで喫煙

可能客室を禁煙室に転換した前後での実測データも揃ったことから「喫煙可能店から禁煙

店への変更を行おうとする事業者にとって参考となる技術的留意事項」を呈示できる見込

みが立てられた。 
 また、健康診断・人間ドックの問診と余剰尿から、受動喫煙者において尿中のタバコ煙ば

く露マーカー（コチニン、発がん性ニトロソアミン代謝物 NNAL）値は非喫煙者に比べて

高かったこと、また、DNA 損傷マーカー（8-OHdG、7-mG）値も受動喫煙者で高い傾向で

あったことが認められた。 
 以上の研究は、今後のわが国の喫煙室内外の環境改善だけでなく、 終的には受動喫煙防

止対策の推進に寄与すると考えられた。 

 
A． 研究目的 
 2018 年 7 月、「望まない受動喫煙をなく

す」ことを目的とした改正健康増進法（以

下、改正法）が公布された。2019 年 7 月の

一部施行で第一種施設（学校、病院、行政機

関等）は敷地内禁煙、2020 年 4 月の完全施

行で第二種施設（一般企業、飲食店等）は原

則屋内禁煙（喫煙専用室設置可）が求められ

た。なお、改正法に対する付帯決議で「喫煙

可能店から禁煙店に変更することで受動喫

煙が生じないことを確認できるよう、受動

喫煙が生じない状態に至る状況を条件ごと

の調査研究」が必要であることが示された。 
 本研究の第 1 の目的は、健康増進法の改

正等により、望まない受動喫煙を防ぐため、

喫煙可能店から禁煙店へ変更を行う施設事

例に関する情報を収集することである。第 2

の目的は、業種や施設の状況、設備の実態等

で異なる受動喫煙の分析を行うことである。

第 3 の目的は、受動喫煙対策の変更時に講

じられた設備面や運用面に関する対策や取

り組みに関する情報の収集、分析及び評価



 
 

を行うことである。第 4 の目的は、喫煙可

能店から禁煙店へ変更を行おうとする事業

者にとって参考となる技術的な受動喫煙的

留意事項を提示することである。 
 
B．研究方法 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

 １）喫煙可能から禁煙に変更した某飲食

チェーン、33店の2013年 4月から2019

年 6 月までの売り上げに関するデータ

を分析した。 

２）飲食店を対象としたインターネット

調査を実施した。 

３）受動喫煙対策と新型コロナ感染症対

策に関する情報整理も行った。 

 

２．喫煙専用室の内外の空気環境の衛生工

学的調査 

1) 喫煙に由来する粒子状物質の粒子径

別の個数濃度に関する検討（大和班員）  

 タバコ煙の漏れとその程度を評価す

るために微小粒子状物質を６種類の粒

子径別に個数濃度で計測するパーティ

クルカウンターによりリアルタイムモ

ニタリングで某ホテルの喫煙フロアの

喫煙可能な客室内、禁煙フロアの禁煙の

客室内、および、喫煙フロアの廊下と禁

煙フロアの廊下を往復し、廊下への漏れ

を評価した。 

 

2) 喫煙に由来するガス状物質に関する

検討（姜班員） 

 紙巻きタバコから発生する粒子状物

質を段ボール箱の内側に付着させ、そこ

から発生するガス状物質を5分おきに空

気を入れ換えながら総揮発性有機化合

物 （ Total Volatile  Organic 

Compounds: TVOC）を指標として評価し

た。なお、測定機器は、先行研究から用

いてきた半導体ガスセンサ方式のppmレ

ベルの測定器（Figaro 社製、FTVR-01）、

および、11.7eV Ar PID ランプを用いた

光イオン化検出方式のppbレベルでガス

状物質を検出する測定器（理研計器株式

会社製, Tiger）を用い、60 分間のリア

ルタイムモニタリングを行った。 

 

３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙の

測定法の確立（樋上班員） 

  密閉容器内でタバコ臭を付着させた

紙タオル、綿製のタオル、化繊のタオル、

クロス、壁紙を入れ、室内の空気を通気

し、押し出されてくる空気中の臭気の強

度をにおいモニタによるリアルタイム

モニタリング、および、検知管で測定を

行った。 

 

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定 

 某ホテルが喫煙室を禁煙室に改装し

た前後の空気に含まれるガス状物質の

測定を行った（若尾班員）。 

 

５．喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中バ

イオマーカーの評価 

（大森班員、河井班員） 

1) 健診・人間ドック受診者の喫煙・受動

喫煙による呼吸機能への影響評価 

 受診者の喫煙状況、日常生活と職場で

の受動喫煙状況、呼吸機能に関する情報

とデータを収集した。検査の余剰尿に含



 
 

まれるタバコ煙ばく露マーカー（コチニ

ン、発がん性ニトロソアミン代謝物 NNAL

等）及び DNA 損傷マーカー（8-OHdG、7-

mG）の測定を行った。 

 
C．結果 
１．喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の

分析（伊藤班員） 

１）喫煙可能から禁煙に変更した某飲食

チェーン 33 店舗の売り上げの調査 

 全店舗の月間売り上げが 4.9 万円

（17.5％）増加したことが分かった。売

り上げの増加は、特に、高級路線の店舗

で大きかった。 

 

２）開業時に喫煙可能で、現在は屋内完

全禁煙に変更した飲食店を対象とした

インターネット調査 

 回答した 236 店舗のうち、145 店舗

（62.0％）が 2020 年 4 月に施行された

改正健康増進法施行前に、83 店舗

（35.5％）が施行のタイミングで、6 店

舗（2.6％）は施行後に禁煙に変更したこ

とが分かった。店舗の禁煙化に際し、客

への周知活動（76.3％）、店外の喫煙スペ

ースの確保（41.1％）、エアコンの清掃・

交換（28.0%）などの対策がとられていた。

また、禁煙化のメリットとしては、喫煙

する客とのトラブルが減ったこと

（38.1％）、家族連れが増えたこと

（33.9％）、清掃費用が減ったこと

（32.2％）、デメリットは、喫煙者の客が

来なくなった（59.3％）、客・売り上げの

減少（20.8％）であった。 

 
３）受動喫煙対策と新型コロナ感染症対

策に関する情報整理 

 527 店舗の回答から、店舗の喫煙環境

と感染症対策には関係性は見られなか

った。 
 

２．喫煙専用室の内外の空気環境の衛生工

学的調査 

１) 喫煙により発生する粒子状物質の

粒子径別の個数濃度に関する検討   

  タバコ煙の汚染がある空間と汚染がな

い空間との比較から、紙巻きタバコの燃

焼に由来する粒子状物質は、粒子径が

0.3μm、0.5μm、1.0μm であり、2.0μm

よりも大きな粒子は絨毯等から発生す

る粒子であると考えられた。今後、粒子

径が 0.3μm、0.5μm、1.0μm の微小粒子

を計測することで受動喫煙による汚染

を鋭敏に計測する方法が確立された。 

 

２) 喫煙に由来するガス状物質に関す

る検討 

 紙巻きタバコの燃焼に由来するガス

状物質の測定結果は、半導体ガスセンサ

方式でも、光イオン化検出方式の測定で

もほぼ一致する結果であった。紙巻きタ

バコによる三次喫煙、および、加熱式タ

バコ専用室からのガス状物質の漏れの

評価が可能であることが示された。 
 
３．喫煙専用室の壁等から発生する三次喫煙 

（樋上班員） 

タバコ臭が付着した物質から発生する

三次喫煙の測定法の確立 

 密閉容器内でタバコ臭を付着させた

タオル（紙製、綿製、化繊）や壁紙から

発生するガス状物質の濃度が鋭敏に測



 
 

定出来ることが認められた。また、検知

管による測定も有効であることが認め

られた。 

 

４．喫煙専用室を禁煙化する前後の化学物

質濃度の測定 

 某ホテルが喫煙室を禁煙室に改装し

た前後の空気に含まれるガス状物質の

測定を行ったところ、喫煙可能な客室

からはタバコ由来のガス状成分が検出

されたが、壁紙やカーペットを貼り替

え、エアコンのフィルター交換、カーテ

ンの洗浄により、それらのガス状成分

は検出されなくなったことが確認でき

た。「喫煙可能店から禁煙店への変更を

行おうとする事業者にとって参考とな

る技術的留意事項」の提案項目を明ら

かにすることが出来た。 

 

５．喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中

バイオマーカーの評価 

（大森班員、河井班員） 

 健診・人間ドック受診者の喫煙と受動

喫煙の有無と余剰尿について分析した

ところ、受動喫煙者（n=8）において、

尿中のタバコ煙ばく露マーカー（コチ

ニン、発がん性ニトロソアミン代謝物

NNAL）値は、非喫煙者(n=12)に比べて

高かった。また、DNA 損傷マーカー（8-
OHdG、7-mG）値も受動喫煙者で高い

傾向を示した。 
 
D．考察 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都や千葉市で施行され

た受動喫煙防止条例により、全国の飲食店

等で喫煙可能店が禁煙化、あるいは、喫煙

（紙巻き、加熱式）専用室を設置する飲食店

等が増えることが予想される。 
 本研究では、改正健康増進法や東京都、千

葉市の条例の施行前に自主的に禁煙化を実

施した飲食店等の売り上げを含む情報を収

集し、これから禁煙化を検討する事業者に

そのノウハウを冊子やWeb上で公開するこ

と、紙巻き・加熱式タバコ専用室の漏れとそ

の程度を明らかにすること、喫煙室として

使用された店舗・部屋を禁煙化した場合の

残留タバコ成分（三次喫煙）が消失するまで

の期間を明らかにすること、喫煙可能室や

喫煙専用室で曝露された場合の健康影響の

有無と程度を明らかにすることについて検

討が行われた。 
 本研究を発展させることで、喫煙室内外

の環境改善に資する課題とその解決方法が

明らかとなり、その結果、改正健康増進法、

および、東京都や千葉市の受動喫煙防止条

例が全国に拡大することが期待できる。 
 また、喫煙専用室を残す場合であっても、

タバコ煙の漏れの有無とその程度、漏れの

程度を 小限に抑えるための工夫が明らか

になると考えられた。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 
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分担研究報告書 

喫煙可能店を禁煙店に変更した施設の情報収集と分析 

 

研究分担者 伊藤 ゆり 大阪医科大学 研究支援センター 医療統計室 准教授 

 

研究要旨 

 2020 年 4 月に改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例が施行となり、東京都では

約 8 割以上、他の地域では約半数の飲食店において、屋内完全禁煙または喫煙専用室の設

置が義務化された。本研究では喫煙可能店から禁煙店に変更した施設の業種や施設の状況、

設備の実態、禁煙化時の設備面、運用面やコンプライアンスに関する課題に関する聞き取り

調査を行い、禁煙化の後押しとなる情報を取りまとめる。令和 2 年度は、①喫煙可能店から

禁煙店に変更した施設の売り上げの変化について分析し、②喫煙可能店から禁煙店に変更

した飲食店の調査対象者の選定、③受動喫煙対策と新型コロナ感染症対策に関する情報整

理を行った。 

 

A．研究目的 

 2020 年 4 月に改正健康増進法および東

京都受動喫煙防止条例が施行となり、東京

都では約 8 割以上、他の地域では約半数の

飲食店において、屋内完全禁煙または喫煙

専用室を設置が義務化された。 

喫煙可能店から禁煙店に変更した施設の

業種や施設の状況、設備の実態、禁煙化時の

設備面、運用面やコンプライアンスに関す

る課題に関する聞き取り調査を行い、禁煙

化の後押しとなる情報を取りまとめる。 

 令和 2 年度は、①喫煙可能店から禁煙店

に変更した施設の売り上げの変化について

分析し、②喫煙可能店から禁煙店に変更し

た飲食店のインターネット調査、③受動喫

煙対策と新型コロナ感染症対策に関する情

報整理を行った。 

 

 

B．研究方法 

①喫煙可能店から禁煙店に変更した施設の

売り上げの変化 

2013 年 4 月～2019 年 6 月までの某チェ

ーン飲食店 33 店舗における一日当たりの

平均売上を月ごとに入手し、開業当初から

禁煙 14 店舗、開業当初から喫煙可能 9 店

舗、中途で禁煙店に切替た 10 店舗を対象に、

2087 店×月分のデータを分析した。 

解析には Multi-level mixed-effect linear 

regression を以下の変数を用いて、月ごと

の売り上げの変化を分析した。 

目的変数：月あたりの一日平均売上（円） 

説明変数：禁煙か喫煙可能か(a)、対象月(b)、

喫煙可能店・禁煙店・切替店、飲食店のタイ

プ（一般向け／高級）、(a)と(b)の交互作用 

 

 

 



 

 

②喫煙可能店から禁煙店に変更した飲食店

の調査 

飲食店を対象としたインターネット調査

を飲食店.COM のシステムを利用し、2021

年 3 月 25 日～ 2021 年 3 月 30 日にアンケ

ート調査を実施した。対象は開業時に喫煙

可能であり、途中で完全禁煙に変更した店

舗とした。屋内完全禁煙に変更した時期、従

業員数、客席面積、禁煙に変更する際に実施

したこと、禁煙にした前後の売り上げ（前年

比）の変化、禁煙にしてよかったこと、悪か

ったこと、飲食店における受動喫煙対策に

関する考え方（自由記載）について回答を得

た。 

 

③受動喫煙対策と新型コロナ感染症対策に

関する情報整理 

 飲食店向けの情報発信を行う上で、関心

の高い新型コロナ対策に関する内容をふく

めるために、②の調査と同時に、②の対象お

よび②の対象以外（喫煙→禁煙以外の店舗）

に対し、新型コロナ感染症対策に関連した

調査を行い、受動喫煙対策の状況との関連

を分析した。 

 店舗内・従業員、お客様の感染対策で実施

していること、感染対策の自己評価、感染対

策について予防の効果、店舗の従業員、また

はお客様やそのご家族などで新型コロナに

感染した人がいたか、自治体の感染対策の

補助金を使用したか、感染症対策に関する

取り組みについて、困っている点や疑問点、

政府・自治体への要望（自由記載）について

回答を得た。 

 また、情報発信の際に必要となる感染症

対策の情報を整理するために、飲食店経営

者と感染症対策の専門家を交えた意見交換

会を公開で行い、飲食店における感染症対

策に関する知見やアイディアをまとめた。 

 

C．結果 

①喫煙可能店から禁煙店に変更した施設の

売り上げの変化 

 対象のチェーン店舗の禁煙化の割合の推

移を図 1 に示した。2013-15 年までは 3 割

程度であったが、2019 年には 7 割以上の店

舗が禁煙となった。 

 Multi-level mixed-effect linear 

regression model をあてはめ、禁煙タイミ

ングや月ごとの変化や店舗タイプなどの影

響を補正したうえで、禁煙化の前後で月間

平均売上金額の変化を比較した（表 1）。全

店舗の平均で禁煙化により月間売上が 4.9

万円増加（17.5％増加）したことがわかった。

売り上げの増加は特に高級路線の店舗で大

きかった。 

 

②喫煙可能店から禁煙店に変更した飲食店

の調査 

 開業時喫煙可能であり、屋内完全禁煙に

変更した飲食店として、インターネット調

査に回答したのは 236 店舗であった。その

うち 83 店舗（35.5％）が 2020 年 4 月法施

行のタイミングで禁煙に変更した。法施行

前に変更していた店舗が全体の 62％を占

めた。法施行後に変更した店舗はごくわず

かであった（2.6％）。 

 禁煙に変更した際の売り上げの変化を前

年比で聞いたところ、変わらないと回答し

たのが全体の 53％と最も多かった。減った

と回答したのは 27.5％であった。しかし、

法施行のタイミングまたはそのあとに禁煙

化した店舗では、新型コロナ感染拡大に伴



 

 

う自粛の時期とも重なり、評価ができない

と自由記載したり、減ったと回答した店舗

も多かった。 

 禁煙化の際に実施したことで最も多かっ

たのは客への周知活動（76.3％）であった

（表 4）。また、次いで、店外の喫煙スペー

スの確保（41.1％）が多かった。禁煙前後の

店舗内の環境整備に関してはエアコンフィ

ルタの清掃・交換が 28.0％と多かったが、

店舗クリーニングは 9.1％、壁紙交換などの

リフォームは 5.1％にとどまった。 

 禁煙に変更したメリットとしては、喫煙

する客とのトラブルが減った（38.1％）、家

族連れが増えた（33.9％）、清掃にかかる費

用が減った（32.2％）が多かった（表 5）。 

 一方、デメリットとしては喫煙者の客が

来なくなったという回答が 59.3％と多く、

次いで、客・売り上げの減少が 20.8％であ

った（表 6）。 

 

③受動喫煙対策と新型コロナ感染症対策に

関する情報整理 

 ②の調査回答者 236 名に加え、291 名の

回答が得られ、合計 527 店舗の回答を得た。

店舗の喫煙環境の変化に応じた対象設定で

あり、店舗の喫煙環境の分布は代表性がな

いため、層別化した分析を行った。 

回答を得た飲食店に勤務する従業員やお

客、またそれらの家族に感染者がいたかど

うかを尋ねており、店内で感染したかどう

かがわかるものではないが、店舗の関係者

における感染状況として回答を得た（表 7）。

店舗の喫煙環境との関係性は見られなかっ

た。 

 一方、各店舗の感染症対策における自己

評価に関しては、屋内完全禁煙の店舗群に

比べてそれ以外の店舗（喫煙可能・分煙な

ど）では、対策が十分かどうかわからないま

たは十分ではないと回答した店舗の割合が

高かった（図 2）。 

 飲食店経営者と感染症対策の専門家を交

えた意見交換会において出た意見をグラフ

ィックレコーディングとしてまとめた（図

3）。また、Web にもインタビューや意見交

換会に関する情報を公開し、飲食店向けの

情報発信に役立てた。 

 

D．考察 

 法施行のタイミングが新型コロナ感染症

の感染拡大の時期に重なり、緊急事態宣言

が出され、飲食店の営業自粛・休業要請など

の状況下にあったため、法施行の際に禁煙

化した飲食店の売り上げ等の評価は困難と

なる。そのため、①の分析では法施行前の情

報に基づいた検討にとどめた。 

 また、飲食店に対して、禁煙化を後押しす

る情報還元を行うことが目的であるものの、

現時点で感染対策を無視することはできな

いため、飲食店における感染症対策と受動

喫煙対策に関連した情報発信を行う準備を

整えている。 

 ②、③のインターネット調査に回答した

店舗のうち、詳細のインタビュー調査に協

力してくれる店舗を抽出することができた

ため、次年度以降、飲食店にインタビューを

行い、情報収集・整理を行う。 また、行政

の担当者への聞き取り調査も実施する予定

である。 

 

 

 

 



 

 

E. 結論 

 喫煙可能店から禁煙店に変更した飲食店

の実態を分析し、禁煙化の後押しとなる情

報を取りまとめていく。しかし、新型コロナ

感染症に対する支援なくして、飲食店への

情報還元は成り立たないため、受動喫煙対

策との関連を検討しつつ、分析・情報整理を

行った。 

 

F. 健康危険情報 

なし 
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１．論文発表（本研究に関連するもの） 

伊藤ゆり. 飲食店における受動喫煙防止

活動としてのアクション・リサーチ～ケム

ランの取り組み～. 日本健康教育学会誌. 

2020. 28: 150-57. 

伊藤ゆり. 改正健康増進法で求められる

飲食店の対策について . 保健医療科学 

Journal of the National Institute of 

Public Health, 69: 114-20; 2020. 

  

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図 1. 某チェーン店における禁煙店舗の割合の推移 

 

表 1.  某チェーン店における禁煙切替前後の売り上げ変化 

店舗タイプ 喫煙可能時 

（万円） 

禁煙時 

（万円） 

差 

（万円） 

増加割合

(%) 

全店舗 28.3 33.2  4.9 17.5 

切替店のみ 34.0 39.2  5.2 15.3 

ベーシック 28.5 31.4  3.0 10.5 

ハイクラス 27.8 35.8  8.1 29.1 

エレガンス 27.1 37.9 10.8 39.9 

 

 

表 2. 開業時期別に見た開業時喫煙可能で屋内完全禁煙に切り替えた店舗の変更時期 

 

開業時期不明(n=1)、変更時期不明(n=1) 



 

 

表 3. 禁煙に変更した後の売り上げの変化（前年比） 

禁煙にしたのちに

売上は前年比で 

全体 
法施行前に変更した

店舗 

法施行時または施行

後に変更した店舗 

N % N % N % 

増えた  27 11.4 25 17.1  2   2.2 

変わらない 125 53.0 83 56.8 42  47.2 

減った  65 27.5 33 22.6 32  36.0 

その他(自由記述)  19   8.1  5  3.4 13  14.6 

Total 236 100.0 146 100.0 89 100.0 

 

 

表 4. 禁煙に変更した際に実施したこと（複数回答可） 

禁煙に変更する際に実施したこと（n=236）複数回答可 ％ 

禁煙に変更することの客への周知（貼り紙、ＳＮＳ、予約時案内など） 76.3 

店外の喫煙スペースの確保 41.1 

エアコンフィルタの清掃・交換 28.0 

従業員への勤務時禁煙の要請 16.1 

店舗クリーニング  9.7 

店内リフォーム（壁紙交換など内装工事）  5.1 

その他  5.9 

 

 

表 5. 禁煙にしてよかったこと（複数回答可） 

禁煙にしてよかったこと（n=236）複数回答可 ％ 

喫煙する客とのトラブルが減った 38.1 

家族連れが増えた 33.9 

清掃にかかる費用が減った 32.2 

客・売り上げが増えた 10.2 

客単価が上がった  7.2 

宴会の予約が増えた  1.7 

従業員の応募が増えた  0.8 

その他 28.4 

 

 

 

 



 

 

表 6. 禁煙にして悪かったこと（複数回答可） 

禁煙にして悪かったこと（n=236）複数回答可 ％ 

喫煙者の客がこなくなった 59.3 

客・売り上げが減った 20.8 

宴会の予約が減った  8.5 

喫煙する客とのトラブル  8.1 

その他 29.7 

 

 

表 7.  喫煙環境ごとにみた飲食店の関係者（従業員、客、その家族など）に感染者がい

たかどうかの割合 

  関係者に感染者なし 関係者に感染者あり Total 

店舗の喫煙環境 N ％ N ％ N ％ 

屋内完全禁煙 329 84.8 59 15.2 388 100.0 

それ以外 111 83.5 22 16.5 133 100.0 

全体 440 84.5 81 15.5 521 100.0 

 

 

 

 図 2. 飲食店の喫煙環境ごとにみた店舗の感染症対策の自己評価 
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分担研究報告書 
喫煙専用室内外の粒子状物質のモニタリングに関する研究 

 
研究分担者 大和 浩 産業医科大学 産業生態科学研究所 教授 

 

研究要旨  
 2020 年 4 月より全面施行された改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例により、

全国の飲食店の約 45％、東京都では 84％の飲食店において、屋内完全禁煙または喫煙専用

室の設置による客席の全面禁煙化が義務となった。一定数の飲食店等に設置される喫煙専

用室からタバコ煙の漏れの有無とその程度、漏れの程度を最小限に抑えるための工夫を明

らかにする研究が必要である。 
 従来、喫煙専用室からタバコ煙の漏れを評価するために、喫煙に伴って上昇する微小粒子

状物質（PM2.5）濃度の重量濃度（μg/m3）の測定が行われてきた。昨年度の先行研究では、

クリーンルーム等の環境評価に用いられる粒子数濃度（１リットルあたりの粒子数）を用い

ることで、より精密な評価が可能であることを明らかにした。今年度は実際のホテルの喫煙

ルーム内と禁煙ルーム内の粉じんの個数濃度、さらに、喫煙フロアと禁煙フロアを往復しな

がら廊下の粉じんの個数濃度の検討を行った。 

 
A．研究目的 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都受動喫煙防止条例の

施行により、全国の飲食店の約 45％、東京

都では 84％の飲食店において、屋内完全禁

煙または喫煙専用室の設置による客席の全

面禁煙化が義務となる。 
 全面禁煙ではなく、喫煙専用室を設置す

る選択をした飲食店においては、タバコ煙

の漏れの有無とその程度、喫煙専用室を使

用し続ける場合はその漏れを最小限に抑え

る工夫を明らかにすることが必要である。  
 当研究室ではこれまで、喫煙専用室から

の漏れを評価するために、喫煙に伴って上

昇する微小粒子状物質（PM2.5）の重量濃度

（μg/m3）を測定する機器を用いて行って

きた。しかし、この測定器の分粒機能は、粒

子径が 2.5μm の粒子を 50％カットする、

というものであり、屋外の土石や衣服の繊

維等に由来する数μm の粒子の混入をゼロ

にはできない。 
タバコの燃焼から発生する粒子は副流煙

の粒子径の度数分布のピークは 0.4μm
（0.2〜0.6μm）、主流煙のピークは 0.5μm
（0.3〜0.7μm）、呼出煙は 0.7μm（0.5〜
1.0μm）であることが報告されており（東

敏昭ら, 日公衛誌, 1985）、先行研究におい

て、線香の煙を用いてクリーンルーム等の

環境評価に用いられる粒子径別に粉じんの

個数濃度をリアルタイムモニタリングでき

るパーティクルカウンターで精密に計測が

可能であることを明らかにした。今年度は



   
 

実際のホテルの喫煙ルームと禁煙ルーム、

および、喫煙フロアと禁煙フロアの廊下の

粉じんの個数濃度の検討を行った。 
 
B．研究方法 
 喫煙されている客室からのタバコ煙の漏

れを精密に評価するために、６種類の粒子

径（0.3/ 0.5/ 1.0/ 2.0/ 5.0/ 10.0μm）の１リ

ットルあたりの個数を別々に計測ができる

パーティクルカウンター（ベックマン・コー

ルター社製, METONE ハンドヘルドパー

ティクルカウンター HHPC+）を用いた。 
 北九州市内の某ホテルの協力を得て、喫

煙フロアの喫煙ルームと禁煙フロアの禁煙

ルームの客室内にそれぞれ 1 台を固定し、

さらに、1 台の粉じん計を保持して喫煙フ

ロア（12 階）と禁煙フロア（11 階）を往復

する実験を行った。測定は、一般客がチェッ

クインし、喫煙を行い始めた 18 時過ぎから

30 分間行われた。 
 
C．結果 
１）某ホテルの喫煙ルーム、禁煙ルーム、喫

煙フロア・禁煙フロアの粒子径別、粉じん個

数濃度 
タバコ煙の粒子径に相当する 0.3μm、0.5
μm、1.0μm の粒子の個数濃度の測定結果

をそれぞれ図 1〜3 に示す。 
喫煙フロアと禁煙フロアを４往復したと

ころ、喫煙フロアの喫煙ルームで喫煙が行

われている部屋の周囲は粒子径が 0.3〜
1.0μm の粉じんの濃度が高くなり、廊下に

漏れていることが認められた。 
禁煙フロアの禁煙ルーム内の粉じん濃度

はまったく上昇しないことが認められた。 
喫煙ルーム内の 0.3〜1.0μmの粉じん濃度

は若干上昇し、喫煙が行われている別の部

屋からの汚染が発生していることが考えら

れた。 
 

 
図 1. 粒子径 0.3μmの個数濃度 

 

 
図 2. 粒子径 0.5μmの個数濃度 

 

 
図 3. 粒子径 1.0μmの個数濃度 

 
 
 



   
 

 図4〜6に示す粒子径が2.0μm、5.0μm、

10μm の粉じんの個数濃度は低く、喫煙フ

ロアと禁煙フロアに差を認めなかったこと

から、室内の埃や絨毯の繊維などの浮遊粉

じんを反映していると考えられた。 
 

 
図 4. 粒子径 2.0μmの個数濃度 

 

 
図 5. 粒子径 5.0μmの個数濃度 

 

 
図 6. 粒子径 5.0μmの個数濃度 

 

D．考察 
 改正健康増進法、および、東京都受動喫煙

防止条例によって飲食店等に設置される喫

煙専用室からのタバコ煙の漏れの有無、お

よび、その程度はタバコの燃焼によって発

生する微小粒子状物質（粒子径：0.3μｍ、

0.5μm、 1.0μm）の個数濃度で精密に評

価できることが認められた。 
 2020 年度は新型コロナウイルスの蔓延

防止のため実際の店舗での測定が出来なか

った。今後、制限が解除され次第、実際の飲

食店等に設置されている喫煙専用室とその

周囲、および、禁煙区域で測定、評価するこ

とが必要である。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 
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研究要旨 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例により、

全国の飲食店の約 45％、東京都では 84％の飲食店において、屋内完全禁煙、または、飲食

禁止の紙巻きタバコ専用室、あるいは、飲食可能な加熱式タバコ専用室の設置が認められ

た。紙巻きタバコ専用室からの漏れの評価は粉じん計で容易であるが、加熱式タバコから発

生する液体の微粒子（エアロゾル）は室温により短時間でガス状物質に変化するため、加熱

式タバコ専用室の評価にはガス状物質の測定が必須である。 
 本研究では、加熱式タバコ専用室の室内と室外のガス状物質の濃度を ppb レベルで精密

に測定することが可能かどうかを検討することを目的とした。2020 年は新型コロナウイル

スが蔓延により、実際の調査に行くことができなかったため、紙巻きタバコ（1 本）を密閉

した段ボール箱の中で燃焼させ、5 分おきに空気を入れ換えながら、箱の内側に付着したタ

バコ煙粒子から発生するガス状物質の測定を行った。今後、飲食店等への立入制限が解除さ

れ次第、実際の飲食店等で加熱式タバコの使用が可能な室内での測定を行う予定である。 

 
A．研究目的 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都受動喫煙防止条例の

施行により、全国の飲食店の約 45％、東京

都では 84％の飲食店において、屋内完全禁

煙、または、飲食禁止の紙巻きタバコ専用

室、あるいは、飲食可能な加熱式タバコ専用

室の設置が認められた。 
 加熱式タバコから発生する液体の微粒子

（エアロゾル）は室温により短時間でガス

状物質に変化するため、加熱式タバコ専用

室の空気汚染の評価にはガス状物質の測定

が必須である。  
 本研究では、加熱式タバコ専用室の内外

のガス状物質の濃度を複数の機器を用いて、

従来の ppm レベルの測定に加え、ppb レベ

ルでの測定が可能かどうかを検討すること

を目的とした。 
  
B．研究方法 
 段ボールの箱（縦 45cm×横 53cm×高さ

32cm）の中で紙巻きタバコ（ピース）を１

本燃焼させ、箱の内側にタバコ煙の粒子を

付着させ、5 分おきに空気を入れ換えた後

に蓋を閉じ、箱の内側に付着したタバコ煙

粒子から発生する総揮発性有機化合物

（ Total Volatile Organic Compounds: 
TVOC）の濃度を、先行研究から用いていた

半導体ガスセンサ方式の ppm レベルの測

定器（Figaro 社製、FTVR-01）、および、



 
 

11.7eV Ar PID ランプを用いた光イオン化

検出方式の ppb レベルでガス状物質を検出

する測定器（理研計器株式会社製, Tiger）
を用いて、60 分間のリアルタイムモニタリ

ングを行った。 
 
C．結果 
１）タバコ由来のガス状成分の測定 
 紙巻きタバコから発生した粒子状物質が

付着した段ボール箱の内面で発生し続ける

TVOC の濃度を測定したところ、ppm レベ

ルの測定器による測定結果（図 1）と ppb レ

ベルの測定器の測定結果（図 2）はほぼ一致

する結果であった。 
 

 
図 1. 半導体ガスセンサによる TVOC 濃度 

 

 
図 2. イオン化検出器による TVOC 濃度 

 
 

D．考察 
 加熱式タバコからも紙巻きタバコ同様に

アルデヒド類が発生することが知られてい

ることから、改正健康増進法により認めら

れた飲食可能な加熱式タバコ専用室の内の

ガス状物質濃度のリアルタイムモニタリン

グが可能であることが考えられた。 
 緊急事態宣言の解除を待って、実際の飲

食店に設置された飲食が可能な加熱式タバ

コの専用室の内外での測定を行う予定であ

る。 
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7. 姜英. 屋外、屋内の喫煙所はどう変わ

ったか？～改正健康増進法の全面施

行と新型コロナウイルスによる変化

～ . 第 31 回日本疫学会学術総会

（Web 開催）. 2021. 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 
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研究要旨 
においモニタおよび検知管を用いた三次喫煙の測定方法の基礎的データを得ることを目

的とした．においモニタは 4 種類，検知管は 3 種類用い，タバコ 1 本分の臭気を模擬的に

付着させた 5 種類の試料を用いて実験を行った．また実験は 3 回行い，結果の安定性につ

いて決定係数を用いて評価した．その結果，試料としてペーパータオルを用いた実験におい

て，においモニタについては，4 種類中 3 種類の決定係数が 0.8 以上となり，検知管につい

ては，3 種類中 2 種類の決定係数が 0.9 以上となった．また，他の 4 種試料については，に

おいモニタおよび検知管を 1 種類ずつ使用した結果，比較的高い決定係数(0.75～0.98)が得

られた．これらの結果から，においモニタだけではなく，検知管についても三次喫煙の評価

に使用できる可能性が示唆された．今後はさらに異なる条件での実験を行い，測定方法と限

界等を明らかにしていく必要がある．  

 
A．研究目的 
 タバコ煙には 4000 種類以上の化学物質

が含まれており，その中にはヒトに肺がん

や脳卒中などの病気を引き起こすリスクが

高い有害な物質も含まれている[1]．ヒトの

タバコ煙を取り込む経路には，一次喫煙（能

動喫煙）や二次喫煙（受動喫煙）があり，昨

今の研究の結果を受け，分煙や健康増進法

の改正など様々な対策が講じられてきた[2]．
しかし，タバコ煙由来物質のヒトへの影響

としては，三次喫煙（サードハンド・スモー

ク，残留タバコ成分）が新たに着目されてき

ている．三次喫煙は喫煙が行われていない

状況でも，過去の喫煙によりタバコ煙由来

物質が付着した壁紙や，喫煙者などの衣服

等に染みついているタバコ煙由来の有害物

質が再放散され，その物質をヒトが体内に

取り込むことであるが，この三次喫煙につ

いての研究データはまだ少ない．さらに，そ

の測定方法についても定められていない．

しかし，飲食店やホテルなどの喫煙エリア

を禁煙化するためには，その測定方法は極

めて重要である．そこで本研究では，手軽に

臭気の測定を行うことが出来るにおいモニ

タや検知管に着目し，模擬的にタバコ臭を

付着させたペーパータオルを用いて，三次

喫煙評価のための基礎的データを得ること

を目的とした．  
 
B．研究方法 
（１）材料 
タバコはセブンスター（日本たばこ産業）

を使用した．  



 
 

臭気を測定するためのにおいモニタは e-
nose integral III (Komyo Rikagaku Kogyo 
Co., Ltd.), FTVR-01 (Figaro Engineering 
Inc.), POLFA (Karumoa Co., Ltd.),および 
GVC-2000 (GASTEC Co., Ltd.)を用いた. 
ま た ， ア ン モ ニ ア 用 検 知 管  No.3L 
(GASTEC Co., Ltd.) お よ び 105SD 
(Komyo Rikagaku Kogyo Co., Ltd.) ，ピリ

ジン用検知管として  No.182 (GASTEC 
Co., Ltd.)を用いた． 

タバコ臭を付着させる試料として，ペー

パータオル（100%パルプ），タオル（100%
コットン）, タオル 2 （85%ポリエステル，

15%ナイロン）,カウンタークロス（70% レ
ーヨン，30% ナイロン） , および  壁紙 
(60% レーヨン，40%ナイロン)を用いた．

なお，実験に使用する場合は縦横を約 18 
cm に切り取ったものを使用した． 

 
（２）実験方法 

・方法 1 
図 1 に作製した実験装置の概略図を示し

た．容量約 2 L のガラス製ビンにタバコ臭

を付着させたペーパータオル（100%パルプ）

を入れ，密閉した．その状態で，25℃に設

定したクールインキュベーターに約１日静

置した．静置後，エアーサンプリングポンプ

を用いて室内の空気を 600 mL/min の流量

で瓶内に通気した．それにより瓶から，押し

出されてくる空気中の臭気の強度を，にお

いモニタを用いてリアルタイムに測定した．  
 ペーパータオルへのタバコ臭の付着方法

は，ペーパータオルを約 27 L のプラスチッ

ク容器にいれ密閉した状態で，容器内でタ

バコ 1 本分の主流煙および副流煙を発生さ

せた．その後，密閉状態で 10 分間放置し，

ペーパータオルにタバコ臭を付着させた．

なお，タバコ臭の発生についてはカナダ保

健省が用いる HCI 法（喫煙量が 55 mL，喫

煙時間が 2 秒，喫煙間隔が 30 秒）[3]を参

考にした． 
 
・方法 2 
容量 10 L のテドラーバッグの端を 10 cm

ほど切り落とし，タバコ臭を模擬的に付着

させた試料と撹拌子を入れた．その後，テド

ラーバッグを密閉するために，密閉クリッ

プで切り落とした部分を閉じた．このテド

ラーバッグにエアーサンプリングポンプを

用いて室内空気を 5 L 入れた．実験時は，

撹拌子を回転させ，テドラーバッグ内の空

気を撹拌しながら行った．においの測定は，

テドラーバッグの出口コックから出てくる

空気をにおいモニタ及び検知管を用いて測

定を行った．測定終了後，テドラーバッグ内

の空気をすべて排出した．その後，再度テド

ラーバッグ内に空気を入れ，においの測定

図 1 装置の概略図 

においモニタ 



 
 

を行った．この操作をにおいモニタの値が

変化しなくなるまで繰り返した． 

 ペーパータオルへのタバコ臭の付着方法

は，縦横を約 15 cm に切り分けたペーパー

タオルを約 27 L のプラスチック容器の側面

に張り付け，タバコ 1 本分の副流煙を発生

させてた状態で密閉し，その状態で約 60 分

間静置した． 

 
C．結果 
 方法 1 の結果を図 2 に示した．e-nose 
integralⅢには 4 種類の臭気センサが搭載

されているが，代表的な重質センサの結果

を示した．結果より，ペーパータオルから放

散される臭気の経時減少を調べることがで

きた．ただし，この方法で実験を継続したと

ころ，上昇した値が下がらず実験を継続す

ることが出来なった．そのため，方法を連続

臭気測定ではなく，一定時間ごとに測定を

行う方法 2 に移行した．  

 方法 2 で行ったペーパータオルの結果を

図 3，タオル，タオル 2，カウンタークロス，

および壁紙を図 4 に示した（5 ページ以降

を参照）．図に関して，実験やにおいセンサ

により表示される値が異なるため，それぞ

れの時間で表示された値をそのにおいモニ

タの実験初期の値（0 分の測定値）を除した

値を用いた．なお，今回は同一実験をそれぞ

れ 3 回行い，その実験の安定性を調べるた

めに決定係数（R2）をマイクロソフトエク

セルで計算した． 
 図 3 より，ペーパータオルを用いた実験

の決定係数は e-nose integral III の NH3 
sensorで 0.95， e-nose integral III のH2S 
sensor で 0.90，FTVR-01 で 0.60，GVC-
2000 で 0.91，POLFA で 0.84，105SD で

0.92，N0.3L で 0.65，および No.182 で 0.94 
であった． 
図 4 より，タオルを用いた実験の決定係

数はPOLFAで0.80, および 105SDで 0.93 
であった．タオル 2 を用いた実験の決定係

数はPOLFAで0.98, および 105SDで 0.91 
であった．カウンタークロスを用いた実験

の決定係数は POLFA で 0.78，および

105SD で 0.82 であった．壁紙を用いた実

験の決定係数は POLFA で 0.95, および

105SD で 0.75 であった． 
 
Ｄ．考察 
 方法 1 の結果から，数回目以降の実験に

より表示値が上昇した状態で減少しなくな

った原因としては，高感度センサを内蔵し

ているため，連続した強い臭気にさらされ

たために，センサが早期に劣化したためだ

と考えられる．センサについては，e-nose 

integralⅢの説明書にはタバコの煙はセンサ

を劣化させる原因になる旨の内容があり，

本機もセンサの交換が必要であった． 
方法 2 の結果（図 3 および図 4）から，

においモニタだけでなく，検知管でも高い

決定係数を示すもの（105SD，No.182）が
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図 2 強度値の経時変化 

（方法 1 e-nose integralⅢ） 



 
 

あった．また，においモニタについて，方法

1 よりも実験回数は少ないが，実験中のセ

ンサの劣化（表示値が減少しないこと）は認

められなかった．このことから，においモニ

タを用いたタバコ臭の測定は，長時間の連

続測定を避けた方が良いことが考えられる． 
今回使用したアンモニア検知管とピリジ

ン検知管は，反応原理により，単一の化学物

質だけでなく，複数の化学物質に対しても

比色反応を示す．105SD と No.182 の取扱

説明書には，アミン類も同じ色の反応を示

すと記載されている．いずれの色の化学変

化も中和反応によるものと思われることか

ら，他の酸性ガスと同様の反応を示すこと

が予測され，検出感度や安定性を高める要

因になると考えられる．ただし，No.3L に

ついても同様の可能性があるが，なぜ他の

2 種類の検知管よりも決定係数が低くなっ

たことは不明である． 
本研究では，タバコから発生する臭気を

試料に対して 1 回のみばく露させた実験を

行ったため，試料に対して複数のタバコ煙

へのばく露があった場合の臭気の経時的減

少についての知見を得ることが，今後の課

題と考えられる．また，ガスクロマトグラフ

質量分析計の定量下限との比較を行ってい

ないため，今後，においモニタや検知管を用

いてどの程度まで定量することができるか

を検討する必要がある．さらに，今後は実際

の喫煙所での測定を行うことも必要だと考

えられる．最後に，検知管の発色反応の原因

物質は特定されておらず，本実験では，アン

モニア検知管とピリジン検知管を使用して

いるものの，アンモニア換算値またはピリ

ジン換算値での判定にとどまっている．こ

の換算の方法が良いかについての検討も今

後の課題であると考えられる．  
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図 3  ペーパータオルから再放出されたタバコ臭気の経時変化（方法 2） 
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図 4  4 種類のサンプルから再放出されるタバコ臭気の経時変化 

（方法 2  POLFA と 105SD） 
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研究要旨 
 喫煙可能店から禁煙店に変更することで受動喫煙を生じないことを確認する方法とし

て、TVOC（総揮発性有機化合物）計を用いた機器測定、ニコチン、3-EP（3-エテニルピリ

ジン）の濃度測定により室内空気質の測定・評価ができることを、ホテルの客室測定事例の

分析から導出した。 
また当該事例の結果から、壁紙の貼り換え、カーペットの張り替え、エアコンのフィルター

交換、カーテンの洗浄、部屋のクリーニング、および什器の交換を行えば、喫煙室から禁煙

室へ変更が可能であることを、「喫煙可能店から禁煙店への変更を行おうとする事業者にと

って参考となる技術的留意事項」に盛り込むことを提案した。 

 
A．研究目的 
 2018 年 7 月、「望まない受動喫煙をなく

す」ことを目的とした改正健康増進法（以

下、「改正法」という。）が可決、公布された。

一般企業の事務所や飲食店などの第二種施

設については、2020 年 4 月 1 日の完全施行

時より、原則屋内禁煙となった。 
 改正法の国会審議において、参議院の附

帯決議として「喫煙可能店から禁煙店に変

更することで受動喫煙を生じないことを確

認できるよう、受動喫煙が生じない状況に

至る状況を条件ごとの調査研究」すること

が求められた。 
 国立がん研究センターでは、2018 年度お

よび 19 年度厚生労働省委託事業の一部と

して、ビジネスホテルの喫煙室を禁煙室に

改装する事例の紹介を受けて、改装前と改

装後の客室内の空気質測定を通じて測定・

評価手法の開発を実施してきた。 

 研究班として「喫煙可能店から禁煙店へ

の変更を行おうとする事業者にとって参考

となる技術的留意事項」を検討、取りまとめ

るにあたって、これらの結果について情報

共有をすすめ、技術的留意事項の取りまと

めを支援することを分担研究の目的とした。 
 
B．研究方法 
 「改正法では、ホテルの客室については、

「居住の用に供される場所」として、屋内原

則禁煙の適用対象とはされていない。しか

しながら、たばこに関する健康意識の高ま

りを受けて、禁煙室を希望する宿泊客が多

くなっていることを受け、客室内の改装を

契機として喫煙室を禁煙室に変更するケー

スが見られている。 
 そこで、改装前の室内と、改装後の室内の

室内空気質を測定し、改装前には喫煙室と

して利用されていた部屋、および改装前に



 
 

も禁煙室とされていた部屋との差異、さら

には、改装前後による差異を比較すること

により、測定・評価法の検討を行った。 
 この結果をもとに、「喫煙可能店から禁煙

店への変更を行おうとする事業者にとって

参考となる技術的留意事項」の構成案を検

討した。 
 
C．結果 
 改装前の喫煙室と禁煙室では、室内の

TVOC（総揮発性有機化合物; Total Volatile 
Organic Compounds）濃度、ニコチン濃度、

3-EP（3-エテニルピリジン；たばこ煙の主

なにおい成分の一つ）濃度に違いが見られ

た（図１、表１）。喫煙室の TVOC 濃度は、

約 200µg/㎥であったのに対して、禁煙室で

は約 70µg/㎥となっていた。また、ニコチン

および 3-EP については、禁煙室では検出

限界以下（0.05µg/㎥未満）であったのに対

して、喫煙室では検出され、いずれも濃度が

測定された。改装前の喫煙室のニコチン濃

度は、高いもので 0.3µg/㎥と、それによっ

て健康影響が懸念されるレベルではなかっ

たと考えられるものの、室内に入ると人が

たばこの「におい」を感じることができる濃

度範囲には含まれている。 
 部屋の改装後には、TVOC 濃度の差は小

さくなっていた上に、ニコチンや 3-EP は

いずれの部屋においても検出されなくなっ

ていた（図２、表２）。 
 
Ｄ．考察 
 当該改装において、ホテル事業者は客室

の壁紙の貼り換え、カーペットの貼り替え、

エアコンのフィルター交換、カーテンの洗

浄、部屋のクリーニング、および什器の交換

を行っていた。 
 改装前に元喫煙室／元禁煙室で空気中の

濃度測定結果に差異が見られた項目につい

ても、改装後には、測定項目全てにおいて大

きな差がみられなくなっていたことから、

これらの改装によって残留たばこ成分の曝

露を生じない状況に至ったと示唆される。 
 2020 年 4 月に完全施行された改正健康

増進法において、経過措置対象として喫煙

可能店とする選択が認められているのは、

既存の小規模飲食店に限定されている。小

規模飲食店であっても、新規開業する店は、

経過措置の対象とならない。昨今の新型コ

ロナウイルス禍は飲食店にも大きな影響を

及ぼしており、入れ替わりも大きくなって

いると見られている。 
 喫煙店を禁煙店に変更する場合の対策や

測定・評価方法を中心に、技術的留意事項を

取りまとめていくことになるが、変更の前

後における測定研究の結果を蓄積し、対策

の実施状況や、設備面・運用面の両面につい

て条件ごとに分析を進めることが求められ

る。これらの結果を反映させ、事業者にとっ

てより活用できる情報とすることが求めら

れている。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表（本研究に関連するもの） 
なし 

  
２．学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 



 
 

 
喫煙可能店から禁煙店への変更を行おうとする事業者にとって参考となる技術的留意事項 
構成（案） 
 
〇 改正健康増進法の概要 
  望まない受動喫煙を防ぐための措置を、図を用いて概要説明 
 
〇 屋内原則禁煙 
  第二種施設は、原則屋内禁煙 
  喫煙可能店は、既存小規模飲食提供事業者のみの経過措置の説明 
 
〇 喫煙可能店から禁煙店への変更する場合の対策 
 ・壁紙の貼り替え 
  壁紙にたばこのヤニが付着し、化学物質を放散するケースがある。壁紙の貼り替えに

よって化学物質の放散を減らすことができる 
 ・カーペットの貼り替え 
  壁紙と同様 
 ・店舗クリーニング 
  エアコンの吸い込み口付近、窓枠などに、たばこのヤニが付着しているケースがある 
 ・カーテンの洗浄や交換 
  カーテンにたばこのヤニが付着し、化学物質を放散するケースがある 
 ・什器のクリーニングや交換 
  ソファー、クッション、インテリアの布地にたばこのヤニが付着し、化学物質を放散

するケースがある 
 ・エアコンのフィルター交換や洗浄 
 
〇 室内空気の測定、評価方法 
 ・TVOC（総揮発性有機化合物; Total Volatile Organic Compounds）計を用いた機器測定 
 ・ニコチン等の濃度測定 
  図１、２、表１、２のような具体的事例を紹介 
 
〇 従業員等への影響評価 
 ・尿中のニコチン分解産物評価 

店舗内の禁煙が、従業員の健康につながる。従業員の尿中のニコチン分解産物を測定

すると、店舗禁煙によって従業員の暴露が減少している報告もある。禁煙店への転換

は、従業員のためでもある。



 
 

 

    

図１ 改装前の室内 TVOC 濃度   図２ 改装後の室内 TVOC 濃度

 
 
表１ 室内の物質濃度 

対象物質 採取場所 濃度（μg/m
3
） 

ニコチン 

禁煙室(922) <0.05 

禁煙室(923) <0.05 

喫煙室(721) 0.31 

喫煙室(722) 0.13 

3-EP 

禁煙室(922) <0.05 

禁煙室(923) <0.05 

喫煙室(721) 0.17 

喫煙室(722) 0.07 

 

 
 
表２ 室内の物質濃度 

対象物質 採取場所 濃度（μg/m
3
） 

ニコチン 

禁煙室(922) <0.05 

禁煙室(923) <0.05 

喫煙→禁煙室(721) <0.05 

喫煙→禁煙室(722) <0.05 

3-EP 

禁煙室(922) <0.05 

禁煙室(923) <0.05 

喫煙→禁煙室(721) <0.05 

喫煙→禁煙室(722) <0.05 
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喫煙室の形態変更に伴う受動喫煙環境の評価及び課題解決に資する研究 
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喫煙と受動喫煙による呼吸機能、尿中バイオマーカーの評価 
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研究要旨 
 健診・人間ドック受診者を対象として、喫煙および受動喫煙に関する質問票による調査を

実施し、同時に余剰尿を採取した。質問票の情報および健診結果（呼吸機能検査等）を基に、

受動喫煙と呼吸機能との関連について分析を行っている。また採取した余剰尿について、質

問票の情報を基に非喫煙者ならびに受動喫煙者に分類し、たばこ煙ばく露マーカー（ニコチ

ン、コチニン、発がん性ニトロソアミン代謝物 NNAL）ならびに DNA 損傷マーカー（8-
OHdG、7-mG）を測定した。その結果、たばこ煙ばく露マーカー、DNA 損傷マーカーとも

に受動喫煙者で高い傾向を示した。特に、発がん性ニトロソアミン代謝物 NNAL について

は、受動喫煙の影響を日本人を対象に示した報告は限られており、継続した調査が必要と考

えられる。 
 今後、測定例を増やして喫煙と受動喫煙の有無と呼吸機能との関連および曝露マーカー

との関連について解析を進める。 

 
A．研究目的 
 尿中バイオマーカーを用いて、受動喫煙

によるたばこ煙ばく露ならびに生体影響を

定量的に示すことにより、喫煙可能店から

禁煙店に変更することで受動喫煙が生じな

い状態にする意義を明らかにする。 
本研究では、健診・人間ドック受診者を対

象として、喫煙と受動喫煙の有無と呼吸機

能との関連および曝露マーカーとの関連に

ついて明らかにすることを目的とする。曝

露マーカーの評価として、検査後の余剰尿

の分析を行う。測定項目は、たばこ煙ばく露

マーカー（ニコチン、コチニン、発がん性ニ

トロソアミン代謝物 NNAL）ならびに代表

的な DNA 酸化損傷 8-ヒドロキシデオキシ

グアノシン（8-OHdG）、およびメチル化損

傷 7-メチルグアニン（7-mG）とし、質問票

（生活問診票）による受動喫煙状況と合わ

せて総合的な評価を行う。 
 
B．研究方法 
 某健診・人間ドック受診者のうち同意が

得られた者（目標：各年度 2,000 人）に質

問票を配布し、職業、喫煙状況、職場と日常

生活の受動喫煙の有無を把握することで、

呼吸機能への影響を評価する。 



 
 

 健診・人間ドック検査時に採取した余剰

尿について、たばこ煙ばく露マーカー（ニコ

チン、コチニン、NNAL）は、β-グルクロ

ニダーゼ処理した後、珪藻土カラム（SLE+、
バイオタージジャパン）を用いてクロロホ

ルム抽出し、窒素気流下で濃縮したサンプ

ルを LC-MS/MS で分析した。DNA 損傷マ

ーカー（8-OHdG、7-mG）は、尿を遠心し

て得た上清を HPLC-ECD 法で分析した。 
 本研究は、熊本大学倫理委員会の承認（第

1753 号）および産業医科大学倫理委員会の

承認（第 R1-037）を得て実施した。 
 
C．結果 
 健診・人間ドック受診者（200 人以上）か

ら得られた質問票の情報の質問票の情報の

入力と抽出した健診データ（呼吸機能等）と

の突合をおこない、喫煙と受動喫煙の有無

と呼吸機能との関連について分析している。

同時に採取された余剰尿は、産業医科大学

にて測定を行っている。その結果、受動喫煙

者（n=8）において、尿中のタバコ煙ばく露

マーカー（コチニン、発がん性ニトロソアミ

ン代謝物 NNAL）値は、非喫煙者(n=12)に
比べて高かった（図 1）。また、DNA 損傷マ

ーカー（8-OHdG、7-mG）値も受動喫煙者

受動喫煙者で高い傾向を示した（図 2）。 
 
Ｄ．考察 
 コチニン、NNAL、8-OHdG、7-mG が、

受動喫煙者の尿で高い値を示したことから、

タバコ煙の低濃度ばく露が予測される受動

喫煙のばく露評価ならびに影響評価への利

用が期待される。特に、発がん性ニトロソ 

図 1 受動喫煙と尿中タバコ曝露マーカー 
 

 
図 2 受動喫煙と尿中 DNA 損傷マーカー 
 
 
アミン代謝物 NNAL について、受動喫煙の

影響を示した国内の報告は限られており、

代謝速度に遺伝的背景の影響を示す報告が

あることから、継続した調査が必要と考え

られる。ニコチンについても受動喫煙者で

高い値を示したが、今回測定した指標の中

で最も代謝速度が速いことから、尿の採取

時期の影響を考慮する必要がある。 
 本研究は継続中であり、今回限られた人

数での曝露マーカーに関する中間結果を示

した。今後、測定例を増やして喫煙と受動喫

煙の有無と呼吸機能との関連および曝露マ

ーカーとの関連について解析を進める。 
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Ｇ．研究発表 
１．論文発表（本研究に関連するもの） 

1. Kawasaki Y, Yun-Shan Li, Ootsuyama 
Y, Nagata K, Yamato H and Kawai K. 

Effects of smoking cessation on 

biological monitoring markers in 

urine. Genes Environ.  42(26):1-

9;2020. 

 
２．学会発表 
1. 川﨑祐也, 李伝善, 大津山祐子, 永田

一彦, 大和浩, 河井一明. 禁煙に伴う

尿中タバコ曝露マーカーと DNA 損傷

マーカーの変動. 第38回産業医科大学

学会・第 32 回産業医学推進研究会全国

大会. 北九州（一部 Web 開催）. 2020. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 
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大和　浩、姜英

横浜市医師会医学シリー
ズ第34集
「タバコに関する諸問題・
最新の知見」～東京2020
に向けて～

2020.9

大和　浩

横浜市医師会医学シリー
ズ第34集
「タバコに関する諸問題・
最新の知見」～東京2020
に向けて～

2020.9

大和　浩 STOP受動喫煙新聞 32 2020.10

大和　浩 心とからだの健康 24（12） 2020.12

大和　浩 健康ふしぎ発見ニュース 12月号 2020.12

大和　浩 チャイルドヘルス 23（12） 2020.12

大和　浩
メディカルトリビューン
Web版

2020.12

大和　浩 STOP受動喫煙新聞 33 2021.1

・タバコの煙はどのくらい遠くまで届くの？
・三次喫煙をなくそう！

地方自治体、最新の受動喫煙対策・進捗状況 1-2

（情報提供）最近の加熱式タバコに関する臨床データの検証 36-40

加熱式タバコによる室内空気汚染と受動喫煙 16-22

特集　いま、タバコのことを考えよう：受動喫煙 17-20

子どもたちが受けるタバコの被害
～受動喫煙（二次喫煙）と三次喫煙～

12-17

ステイホームの“副作用”　ベランダ喫煙を問う

産業保健スタッフ必読
受動喫煙に潜むリスクの基礎知識

5-7

受動喫煙撲滅の取り組み～マンション／職場／教室 2-3
















